江南市長　堀　元様　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２００９年６月４日

地 域 活 性 化・市 民 生 活 支 援 に 関 す る 要 望 書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　日本共産党江南市議員団
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　森　ケイ子

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　東　義　喜
　未曾有の経済危機の中で、地域経済と雇用環境は一段と悪化し、中小企業の倒産、廃業が進行し、派遣切りにあった労働者の再就職は一段と深刻さを増しています。

また市民生活は、雇用や事業の不安定さから、大学、高校の中退や保育料、給食費の滞納など子どもの貧困が深刻化し、家賃の滞納で住む家も無くなるなどの事態が進行しています。

　こうした中で、国においては２００９年度追加経済対策を発表しました。

　江南市としても地域活性化に役立つ有効な対策に活用することが求められています。

緊急対策として以下の点を盛り込まれるよう要望します。　

記

1． 地域活性化・経済対策臨時交付金（江南市・２,５億円）の予算化にあたっては、地元業者に効果が及ぶような事業を優先し、雇用効果の高い事業を展開すること。

2． 小中学校や保育園等、公共施設の外壁塗装や小規模修繕を積極的に予算化し、発注すること。

3． 小規模工事契約希望者登録制度を実施すること。

4． 地球温暖化対策として、太陽光発電などの助成に上乗せし、推進を図ること。

5． 住宅リフォーム事業、耐震化工事、介護・障害者のバリアフリー化工事、下水道宅内工事等において、地元業者で工事を行う市民に対し、一定額を助成し、また上乗せすること。

6． 緊急保証制度への利子補給も保証料補助と合わせて行うこと。

7． 中小業者のこれ以上の廃業、倒産を防止するため一定期間、工場・店舗等の地代、家賃を補助すること。

8． 失業や廃業、また収入が激減した私立高校生・大学生の親に対し、授業料助成を拡大または新設すること。

9． 失業、廃業等で収入が激減した親に対し、保育園の保育料や学童保育料の減免について柔軟に対応すること。

１０．就学援助制度の適用基準を見直し、失業、廃業等で給食費や修学旅行費の支払いが滞っている家庭を救済すること。

１１．子どもの医療費無料制度を通院も中学卒業まで拡大すること。

１２．江南市の臨時雇用対策職員の採用条件を緩和し、廃業等によって職を失ったもの、離職票の無い市民も対象とすること。

１３．ヘルパー養成講座と助成制度を復活し、介護従事者の養成に努めること。

１４．雇用対策としても、特別支援教育支援員の増員、保健センターの訪問保健師や看護師等の増員を行うこと。

１５．民間や公団住宅を借り上げ、住宅を失ったものに対し、緊急一時避難所を設置すること。また希望するものには市営住宅として貸与すること。

１６．7不耕作地解消と農業担い手確保のため、新規就農者への就農助成金を支給すること。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

